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第５次敦賀市総合計画（第３期）基本計画策定経過 

委員10名を委嘱 
基本計画策定方針等の説明 

第1回市民アドバイザー会議 12月　2日 

延べ19回の会合 市民アドバイザー会議 
平成18年　1月11日 

～　6月23日 

顧問・委員を委嘱 
諮問、基本計画策定方針等の説明 

第1回総合計画審議会 8月31日 

〃 総合計画審議会都市基盤部会 9月28日 

〃 総合計画審議会産業観光部会 
10月13日 

〃 総合計画審議会健康福祉・衛生部会 

〃 総合計画審議会行政経営部会 10月16日 

〃 総合計画審議会教育文化部会 10月20日 

〃 総合計画審議会産業観光部会（第2回） 
11月　8日 

〃 総合計画審議会生活環境部会（第2回） 

〃 総合計画審議会教育文化部会（第2回） 11月10日 

〃 総合計画審議会行政経営部会（第2回） 11月20日 

〃 総合計画審議会健康福祉・衛生部会（第2回） 11月21日 

〃 総合計画審議会都市基盤部会（第2回） 11月22日 

〃 総合計画審議会教育文化部会（第3回） 11月30日 

第3期基本計画（案）調整 総合計画審議会総合調整部会 12月8、11日 

基本計画決定、答申 第2回総合計画審議会 平成19年　2月　1日 

内　　　　　容 経　　　　　過 年　　月　　日 

基本計画（案）部会別会議 総合計画審議会生活環境部会 9月26日 

敦賀市民の20歳以上の男女 
3,000人を無作為抽出 

総合計画策定にともなう市民意識調査 平成17年　7月　　　 
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付　属　資　料 

 

 

 

 

 

（設　置） 

第１条　本市に、敦賀市総合計画審議会（以

下「審議会」という。）を置く。 

 

（所掌事務） 

第２条　審議会は、市長の諮間に応じ、敦賀

市総合計画に関する事項について調査及び

審議する。 

 

（組　織） 

第３条　審議会は、委員５０人以内をもって組

織する。 

２　委員は、次に掲げる者のうちから市長が

委嘱又は任命する。 

（１）市議会議員 

（２）学識経験者 

（３）関係行政機関の職員 

（４）関係団体の役職員 

（５）市職員 

 

（任　期） 

第４条　委員は、当該諮問にかかる審議が終

了したときは、解任されるものとする。 

 

（会長及び副会長） 

第５条　審議会に会長及び副会長１人を置き、

委員の互選により定める。 

２　会長は、会務を総理し、審議会を代表する。 

３　副会長は、会長を補佐し、会長に事故が

あるときは、その職務を代理する。 

４　会長及び副会長ともに事故があるときは、

あらかじめ会長が指名した委員がその職務

を代理する。 

 

 

 

 

 

（会　議） 

第６条　審議会は、会長が招集する。 

２　審議会は、委員の半数以上が出席しなけ

れば、会議を開くことができない。 

３　審議会の議事は、出席委員の過半数で決し、

可否同数のときは、会長の決するところに

よる。 

４　会長は、必要があると認めるときは、関

係者の出席を求めて説明又は意見を聞くこ

とができる。 

 

（専門部会） 

第７条　会長は、必要に応じ特定事項を調査

審議するため、審議会に専門部会（以下「部

会」という。）を置くことができる。 

２　部会は、会長が指名する委員をもって組

織する。 

 

（事務局） 

第８条　審議会の事務局は、企画部企画調整

課に置く。 

 

（委　任） 

第９条　この条例に定めるもののほか、審議

会の運営に関し必要な事項は、市長が定める。 

 

　附　則 

この条例は、公布の日から施行する。 

 

　附　則（昭和５１年１２月２７日条例第４１号） 

この条例は、公布の日から施行する。 

 

　附　則（昭和５４年１０月１日条例第２３号） 

この条例は、公布の日から施行する。 

敦賀市総合計画審議会設置条例 

昭和46年7月12日 

条例第17号 
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敦賀市総合計画審議会運営要綱 
 

 

 

 

（目　的） 

第１条　この要綱は、敦賀市総合計画審議

会設置条例（昭和４６年敦賀市条例第１７

号）第９条の規定に基づき、敦賀市総合

計画審議会（以下「審議会」という。）

の運営に関し、必要な事項を定めること

を目的とする。 

 

（専門部会の設置） 

第２条　条例第７条の規定に基づき、次の

各号に掲げる専門部会（以下「部会」と

いう。）を設置する。 

（１）総合調整部会 

（２）都市基盤部会 

（３）生活環境部会 

（４）健康福祉・衛生部会 

（５）産業観光部会 

（６）教育文化部会 

（７）行政経営部会 

 

（部会長および副部会長） 

第３条　部会に部会長および副部会長を置

き、部会委員の互選により定める。 

２　部会長は、部会の会務を総理し、これ

を代表する。 

３　副部会長は、部会長を補佐し、部会長

に事故あるときはその職務を代理する。 

 

（部会の会議） 

第４条　部会の会議は、条例第６条の例に

よる。 

 

 

 

 

（顧　問） 

第５条　審議会に顧問を置く。 

２　顧問は、市長が委嘱する。 

３　顧問は、審議会の重要事項に関し意見

を述べることができる。 

 

（参与および幹事） 

第６条　審議会に、審議会の会務を処理す

るため、参与および幹事若干名を置く。 

２　参与および幹事は、市職員のうちから

市長が任命する。 

３　参与および幹事は、審議会に出席し、

審議事項について説明または意見を述べ

ることができる。 

 

（その他） 

第７条　この要綱に定めるもののほか、審

議会運営の細部に関し必要な事項は、市

長がその都度会長と協議し定める。 

 

　附　則 

この要綱は、昭和５５年１月１８日から施行する。 

 

　附　則 

この要綱は、平成元年４月２４日から施行する。 

 

　附　則 

この要綱は、平成８年５月１３日から施行する。 

 

　附　則 

この要綱は、平成１８年５月２２日から施行する。 
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付　属　資　料 

第５次敦賀市総合計画（第３期）基本計画諮問文と答申文 

〔諮問文〕 
企　　第　７５０　号 
平成１８年８月３１日 

 
 
敦賀市総合計画審議会 
　　会　長　　室　�　　　　人　殿 
 
 
 

敦 賀 市 長　　河　瀬　一　治 
 
 

第５次敦賀市総合計画（第３期）基本計画の策定について（諮問） 
 
 
 

　平成２２年を目標年次と定め策定した基本構想「世界とふれあう港まち、

魅力あふれる交流都市 敦賀」の集大成として、また本市の新たな飛躍につ

ながるよう、めざすべき指針となる基本計画の策定について諮問します。 
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〔答申文〕 
平成１９年２月１日 

 
 
敦賀市長　河　瀬　一　治　殿 
 

敦賀市総合計画審議会　　　　　 
　　　会　長　　室　�　　　　人　 

 
 

第５次敦賀市総合計画（第３期）基本計画について（答申） 
 
 
 

　平成１８年８月３１日付け企第７５０号をもって諮問のありましたみだし

のことについて、全体会、専門部会において、慎重に審議を重ね、別冊「第

５次敦賀市総合計画（第３期）基本計画」のとおり取りまとめましたので

答申します。 

　なお、計画の推進にあたりましては、本答申に盛られた趣旨を十分に尊

重し、第５次総合計画の集大成として「世界とふれあう港まち　魅力あふ

れる交流都市　敦賀」の実現を図るとともに、市民と行政の協働によるま

ちづくりを進め、活力ある地域社会の構築に努められるよう要望します。 
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付　属　資　料 

敦賀市総合計画審議会顧問・委員名簿 

会　長　室　　　　人 

副会長　奥　村　　務 

 

第５次敦賀市総合計画　第３期基本計画 

役　　　　職　　　　名 氏　　　名 
福井県議会議員 石　川　与三吉 
福井県議会議員 安 居 喜 義  
福井県議会議員 谷 出 晴 彦  
敦賀市議会議長（～９月１２日） 増 田 一 司  
敦賀市議会議長（９月１２日～） 水　上　征二郎 

（敬称略・順不同） ○　顧　問 

産 業 観 光 部 会  ◎ 敦賀商工会議所会頭 有 馬 義 一  
生 活 環 境 部 会  ○ 敦賀市議会議員 有 馬 茂 人  
行 政 経 営 部 会   敦賀市区長連合会長 奥 村 　 務  
産 業 観 光 部 会  ○ 敦賀市議会議員 奥 本 兼 義  
生 活 環 境 部 会   日本原子力発電㈱敦賀地区本部 納 村 健 治  
教 育 文 化 部 会   敦賀市教育委員長 籠 　 正 義  
教 育 文 化 部 会   敦賀市体育協会長 神 谷 保 男  
教 育 文 化 部 会   敦賀市ＰＴＡ連合会長 岸 本 　 正  
都 市 基 盤 部 会   国土交通省北陸地方整備局敦賀港湾事務所長 北 島 誠 治  
健康福祉・衛生部会  公募委員（市民アドバイザー） 北 村 幸 子  
教 育 文 化 部 会  ○ 公募委員（市民アドバイザー） 木 山 　 弘  
都 市 基 盤 部 会  ◎ 敦賀都市計画審議会長 坂 本 直 夫  
総 合 調 整 部 会   福井県嶺南振興局次長 白 崎 義 夫  
生 活 環 境 部 会  ◎ つるが環境みらいネットワーク代表 木 光 夫  
教 育 文 化 部 会   敦賀市議会議員 高 野 新 一  
産 業 観 光 部 会   独立行政法人日本原子力研究開発機構 田那部　俊　勝 
教 育 文 化 部 会  ◎ 敦賀市文化協会長 千 葉 半 　  
教 育 文 化 部 会   敦賀短期大学教授 外　岡　慎一郎 
都 市 基 盤 部 会  ○ 敦賀市議会議員 中 川 賢 一  
行 政 経 営 部 会   敦賀市連合婦人会長 萩　原　しずゑ 
都 市 基 盤 部 会   ＪＲ敦賀駅長 橋 爪 　 毅  
産 業 観 光 部 会   敦賀市漁業協同組合代表理事組合長 　 上 貞 和  
生 活 環 境 部 会   福井大学大学院教授 福 井 卓 雄  
産 業 観 光 部 会   公募委員（市民アドバイザー） 藤 本 　 努  
行 政 経 営 部 会  ◎ 敦賀市議会議員 北 條 　 正  
都 市 基 盤 部 会   公募委員 前 川 和 治  
産 業 観 光 部 会   敦賀市農業協同組合代表理事組合長 光　友　喜久夫 
都 市 基 盤 部 会   国土交通省近畿地方整備局福井河川国道事務所長 三 輪 準 二  
健康福祉・衛生部会 ◎ 敦賀市社会福祉協議会長 村 上 哲 雄  
健康福祉・衛生部会  敦賀市医師会長 室 　 　 人  
都 市 基 盤 部 会   

公募委員 森 田 勝 子  
健康福祉・衛生部会  

部　　　会  役　　　　職　　　　名 氏　　　名 

（敬称略・五十音順） ○　委　員 
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産 業 観 光 部 会   敦賀青年会議所理事長 矢 田 耕 平  
産 業 観 光 部 会   二州森林組合代表理事組合長 山 下 　 治  
生 活 環 境 部 会   

公募委員（市民アドバイザー） 山 中 秋 美  
健康福祉・衛生部会  
健康福祉・衛生部会 ○ 敦賀市議会議員 山　本　貴美子 
生 活 環 境 部 会   東洋紡績㈱敦賀事業所 山 本 幸 男  
行 政 経 営 部 会  ○ 公募委員 吉 田 孝 司  

部　　　会  役　　　　職　　　　名 氏　　　名 

部　　　会 

教 育 文 化 部 会  
生 活 環 境 部 会  
健康福祉・衛生部会 
健康福祉・衛生部会 
教 育 文 化 部 会  
都 市 基 盤 部 会  
教 育 文 化 部 会  
都 市 基 盤 部 会  
教 育 文 化 部 会  
都 市 基 盤 部 会  
生 活 環 境 部 会  
都 市 基 盤 部 会  
産 業 観 光 部 会  
都 市 基 盤 部 会  
産 業 観 光 部 会  
都 市 基 盤 部 会  
産 業 観 光 部 会  
都 市 基 盤 部 会  
生 活 環 境 部 会  

健康福祉・衛生部会 

（敬称略・五十音順） 

（◎部会長、○副部会長） 

所　　　　　　属 

民生委員 

福祉ボランティア連絡協議会長 

敦賀気比高校生 

ＮＰＯ法人理事長 

建築設計監理 

主　婦 

会社役員 

敦賀青年会議所 

主　婦 

ＰＴＡ連合会子育て委員長 

氏　　　名 

北 村 幸 子  

木 山 　 弘  

櫻 井 理 紗  

笹　木　智恵子 

橘 　 慎 一  

花 木 眞 子  

藤 本 　 努  

矢 田 耕 平  

山 中 秋 美  

川 畑 礼 子  

 

敦賀市総合計画市民アドバイザー名簿 
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○平成１７年７月実施 

○市民３０００人対象（２０歳以上無作為抽出） 

○回収数１１５９（回答率３８．６％） 

 

住みよさへの評価 
●７割を超える人が敦賀を住みよいまちだと考えている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

　「住みよいまちである」が２５．３％、「どちらかといえば住みよいまちである」が４８．４

％となっており、この２つを合わせると、７割を超える人が敦賀を住みよいまちであると評

価している。 

　一方、「住みにくいまちである」４．１％、「どちらかといえば住みにくいまちである」９．７

％と合わせて１割強となっている。 

　年齢別では、７０歳以上で「住みよいまちである」が４２．０%と、他の年齢層よりも高い

評価となっている。 

　住所別では、南地区、松原地区、東浦地区で評価が高く、全体でも愛発地区を除く全地区

で、６割以上が高い評価となっている。 

市民意識調査結果の概要 
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1.住みよいまちである 
25.3%

2.どちらかといえば　 
住みよいまちである 

48.4%

3.どちらかといえば　　 
住みにくいまちである 

9.7%

4.住みにくいまちである 
4.1%

5.どちらともいえない 
12.0%

不明・無回答 
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○年齢別 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○住所別 
 

どちらかといえば住みよいまちである 

どちらともいえない 

どちらかといえば住みにくいまちである 

不明・無回答 

住みよいまちである 

住みにくいまちである 

どちらかといえば住みよいまちである 

どちらともいえない 

どちらかといえば住みにくいまちである 

不明・無回答 

住みよいまちである 

住みにくいまちである 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

20歳代 

30歳代 

40歳代 

50歳代 

60歳代 

70歳以上 

全　体 

北　地　区 

南　地　区 

西　地　区 

松原地区 

西浦地区 

東浦地区 

東郷地区 

中郷地区 

愛発地区 

粟野地区 

全　　体 
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行政サービス全般について 
●ごみ収集、港、近所付き合いの評価は高いが、防災や原発対策への評価が低い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

　満足、やや満足を合わせて、「ごみの収集サービス」は７８．３％と、８割近くの人が満足

感をもっており、同じく「港の雰囲気や眺め」６６．３％、「近所とのつきあい、地域の社会

活動」６７．０％といった項目で満足度が高くなっている。加重平均でみても、これらの項目

の点数が高い。 

　一方、不満、やや不満を合わせると、「原子力発電所に対する安全対策」が５１．７％、「公

園や子どもの遊び場」が４９．１％、「防犯や交通安全対策」４６．８％、「地震、火災、水害

などの防災対策」４１．３％など、防災や原発対策、子どもの遊び場などに対する評価が低く

なっている。 

※加重平均は　満足：４点　やや満足：３点　やや不満：２点　不満：１点で計算 
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0% 20% 40% 60% 80% 100%

不満 やや不満 不明・無回答 わからない ほぼ満足 満足 

1.幹線道路沿いの　　　 
雰囲気や眺め 

2.港の雰囲気や眺め　　 

3.家のまわりの生活　　 
道路の便利さ、快適さ 

4.通勤・通学などの　　 
交通の便利さ 

5.公園や子どもの遊び場 

6.上水道・下水道などの 
まちの基盤 

7.スポーツ・レクリエー 
ションの場、機会 

8.保健・福祉、健康づく 
りのためのサービス 

9.病院、診療所の利用の 
しやすさやサービス 

10.地域の歴史や　　　　 
文化とのふれあい 

11.買物の便利さや快適さ 

12.騒音、大気汚染、水質 
保全などの公害対策 

13.地震、火災、水害　　 
などの防災対策 

14.防犯や交通安全対策　 

15.原子力発電所に　　　 
対する安全対策 

16.教育・学習の　　　　 
ための環境 

17.情報取得の容易さ　　 
（情報通信の利用環境） 

18.近所とのつきあい、　 
地域の社会活動 

19.ごみの収集サービス　 

20.道路の歩き　　　　　 
やすさや安全性 

加重平均 

2.90

2.51

2.56

2.21

2.66

2.50

2.53

2.29

2.58

2.67

2.33

2.29

2.27

2.04

2.42

2.50

2.81

2.98

2.37

2.57



今後のまちづくりの力点 
●社会福祉、医療・保健サービスへ力点を置くことを望む回答が多い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

　「高齢者・障害者の社会福祉サービスの充実」が３５．５％、「医療・保健サービスの充実」

が３５．３％と、社会福祉、医療・保健サービスへの力点を望む回答が多い。 

　次いで、「ＪＲ北陸本線・湖西線の直流化による関西圏との交流拡大」が２０．５％、「中

心市街地の活性化」が２０．４％、「商店街の活性化」が１９．１％と続いており、地域の活性

化、地域間の交流などについても、重視されている。 
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0% 10% 20% 30% 40%

1.高齢者・障害者の社会福祉 
サービスの充実 

2.子育て支援の充実　　 

3.医療・保健サービスの充実 

4.学校教育の充実　　　 

5.生涯学習の充実　　　 

6.スポーツ・レクリエー 
ション活動の充実 

7.男女共同参画社会の推進 

8.公園・緑地など　　　 
オープンスペースの整備 

9.中心市街地の活性化　 

10.敦賀港の整備　　　　 

11.観光資源の開発と　　 
観光拠点施設の整備 

12.商店街の活性化　　　 

13.製造業など工業の振興 

14.企業の誘致　　　　　 

15.農林水産業の振興　　 

16.まちなみの保全、　　 
景観の形成 

17.省エネルギー・リサイ 
クルなど環境対策 

18.国際交流の推進　　　 

19.情報化の推進　　　　 

20.下水道の整備　　　　 

21.行財政改革　　　　　 

22.情報公開の推進　　　 

23.公共施設における　　 
駐車場・駐輪場の整備 

24.国道バイパス等　　　 
幹線道路の整備 

25.舞鶴若狭自動車道（近畿 
自動車道敦賀線）の早期実現 
26.JR北陸本線・湖西線の直流化に 

よる関西圏との交流拡大 

27.北陸新幹線の早期実現 

28.その他　　　　　　　 

不明・無回答　　　　 



用語の解説   

 

 

あ　行 
アイデンティティ 

　　人間学・心理学で、人が時や場面を越えて一

個の人格として存在し、自我の統一を持ってい

ること。自我同一性。自己同一性。 

 

アカウンタビリティ 

　　行政機関や公務員の行為について客観的に説明・

報告し、市民の納得を得なければならないとい

う義務・責任。 

 

アナウンス効果 

　　ある名称の知名度が放送や告知によって上がり、

そのことによって地域振興やイメージアップな

どの効果が生じること。 

 

アメニティ 

　　都市における建物、自然環境及び生活環境の快適さ。 

 

インフラストラクチャー 

　　道路や上下水道、公園など、産業活動及び生

活環境を支える基盤となる社会資本。 

 

ウォーターフロント 

　　海、川などの水辺空間のこと。産業構造の変

化など合理化により遊休化した港湾施設などが、

再開発され、元来の景観のよさを利用して開発

されたりした地区をいう。 

 

ＮＰＯ 

　　公益的活動を中心に行う非営利の民間組織。こ

れに法人格が与えられたものを、ＮＰＯ法人という。 

 

 

 

オフサイトセンター 

　原子力関連施設で原子力災害が発生した際に利

用される緊急事態応急対策拠点施設。関連施設の

近辺に設置され、緊急時には国・地方公共団体及

び事業者の関係者が集まり、情報収集や避難指示

などの対策を行う。 

 

か　行 
管　渠 

　汚水や雨水を流すための水路のこと。 

 

間　伐 

　植林された木の成長段階に応じて、日光の入り

を良くし成長を促進するため、林の立木を一部抜

き伐り、木々の間隔を確保するための作業。 

 

行政評価システム 

　政策、施策及び事務事業について、成果指標等

を用いて有効性又は効率性を評価するもの。 

 

グリーンツーリズム 

　都市住民が、自然環境豊かな農山村地域におい

て農林業を体験したり滞在するなど、農山村地域

の自然や文化に触れる余暇の活動形態。 

 

グループホーム 

　障がいなどで生活能力の欠如がある人たちが、

世話人の手助けを受けながら、少人数で一般の住

宅において地域社会に溶け込み、自立して生活す

る社会的介護の形態。 
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ケアマネジメント 

　保健・医療・福祉の専門家や機関が、相互に協

力し合い、総合的な福祉サービスを提供する仕事

のこと。主に介護保険制度下で、個々の要求に対

応し、各種サービスを調整して適切で効果的なケ

アを提供する一連の援助をする仕事のこと。 

 

工事実施計画の認可申請 

　整備新幹線において、着工に入る前の手続とし

て工事実施計画の認可が必要となり、その認可を

得るための申請。 

 

コーディネータ 

　物事の調整・まとめ役。特に服飾・放送などで

用いられる。 

 

コミュニティビジネス 

　コミュニティの課題を解決するための活動で、

市場性のある事業として実施するもの。高齢者支援、

子育て支援や環境保全などに多い。 

 

国民保護計画 

　国民保護法に基づき、指定行政機関、地方公共

団体、指定公共機関及び指定地方公共機関が、武

力攻撃事態などに備えて、住民の避難、避難住民

の救助、武力攻撃災害への対処について、具体的

に定めた計画。 

 

さ　行 
 

災害時要援護者登録 

　ひとり暮らし高齢者や障がい者など、災害時に

おいて避難が困難な方を事前に登録し、適切な救

助を行うための支援情報として活用する制度。 

サステイナブル・シティ 

　持続可能な都市。持続可能とは、「将来の世代

が自らのニーズを充足する能力を損なうことなく、

今日の世代のニーズを満たすこと」である。 

 

産業の空洞化 

　主に地方に立地していた既存の製造業が海外に

移転することによって、地域の基幹産業が失われ

ること。 

 

ＣＡＴＶ 

　ケーブルテレビジョンの略。同軸ケーブルや光ファ

イバーケーブルなどの有線を使ったテレビ放送。

当初は山間僻地などの難視聴解消のために始まっ

たが、現在では双方向通信や衛星を利用したネッ

トワークサービスなどにも使われている。 

 

市場化テスト 

　官民競争入札。「官」と「民」が対等な立場で

競争入札に参加し、価格・質の両面で最も優れた

者が、そのサービスの提供を担っていくこととす

る制度。官の世界に競争原理を導入し、官におけ

る仕事の流れや公共サービスの提供の在り方を変

えると考えられている。 

 

住工混在 

　住宅と工場があるまとまった空間に混在するこ

とにより、安全・快適な生活環境が損なわれること。 

 

周年型栽培 

　ある作物について、１年を通して継続的に栽培

を行うこと。品種・作型・栽培様式等を適切に組

み合わせることによって、その作物の季節性を排

除する栽培形態をいう。 
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集落営農組織 

　集落など地縁的にまとまりのある一定の地域内

の農家が農業生産を共同して行う営農活動の組織。

転作田の団地化や共同購入した機械の共同利用、

担い手が中心となって取り組む生産から販売まで

の共同化など、地域の実情に応じてその形態や取

組内容は多様である。 

 

ジョブコーチ 

　障がい者の就労に当たり、出来ることと出来な

いことを事業所に伝えたり、障がい者に対し個別

に指導を行う人。 

 

水源かん養 

　雨や雪として降り注いだ水が森林の土壌にしみ

込み、貯えられることによって河川へ流れ込む水

の量を平準化して洪水を防ぐなど、表流水の流量

を安定させる機能。また、雨水が森林の土壌を通

過することにより、水質が浄化される機能。 

 

スプロール 

　都市郊外に宅地が無秩序・無計画に広がり、農

地と住宅・工場が混在している状態。 

 

ストックヤード 

　物を一時保管する場所。 

 

ストリーミング 

　映像や音声などのデータを視聴する際に、デー

タを受信しながら同時に再生を行うこと。 

 

総合型地域スポーツクラブ 

　スポーツの種目や年齢層、技術レベルにとらわ

れず、地域住民の多様なニーズに応じて気軽に参

加できるスポーツクラブ。 

た　行 
 

ターミナル 

　多くの交通機関が集中する場所。人や物資が交

通機関を乗り換える際に利用されるため、賑わい

が生じる。 

 

堆きゅう肥 

　家畜の糞尿と敷藁、落ち葉などを混ぜ、発酵さ

せて作った肥料。 

 

ダウンロード 

　インターネットなどのネットワークを通じて、サー

バコンピュータに保存されているデータを自分の

パソコンに保存すること。 

※サーバコンピュータとは、インターネット

などのネットワークにおいて、自分の持って

いる機能やデータを提供するコンピュータの

こと。 

 

地産地消 

　特に農林水産業の分野において、地元で生産さ

れた食材等を地元で消費すること。 

 

地図情報システム（ＧＩＳ） 

　地図などの中に、上下水道や道路といった都市

基盤などのデータを一元的に収録し、管理するシ

ステム。これによって、多様なデータを視覚的に

表示することが可能になるとともに、コンピュー

タを用いた分析や判断ができる。 

 

電源三法交付金 

　発電所など電源立地に伴い、３つの法律（電源

開発促進税法、電源開発促進対策特別会計法、発

電用施設周辺地域整備法）に基づき地方公共団体

等が受ける交付金。 
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道州制 

　都道府県の区域を越える広域的な行政課題に対

応し、また地方分権推進の担い手とするため、都

道府県に代わり新たに導入が検討されている広域

自治体の単位。 

 

土地区画整理事業 

　道路、公園、水路等の公共施設を整備・改善し、

土地の区画を整え宅地の利用の増進を図る事業。

地権者からその権利に応じて少しずつ土地を提供（減

歩）してもらい、この土地を道路・公園などの公

共用地に充てるほか、その一部を売却し事業資金

の一部に充てる。 

 

土曜スクール 

　土曜日に実施する学習を支援する教室で、児童

の関心などに応じて自主的に受講することができる。 

 

な　行 
 

認定農業者 

　農業経営に取り組む意欲と能力のある農業者が「農

業経営のスペシャリスト」を目指すために「農業

経営改善計画」を作成し、各市町村で認定を受け

た者。 

 

農地転用 

　農地を宅地など農業以外の用途に転換すること。

食糧の安定供給を図るため農地を保全する必要が

あり、転用には農地法で一定の規制がかけられて

いる。 

は　行 
 

パブリックコメント 

　国や地方公共団体などの行政機関が命令（政令、

省令など）や計画等を制定する際に、事前に案を

示し、広く国民から意見や情報を募集する制度。 

 

バリアフリー 

　障がいのある人や高齢者などが安全で安心な社

会生活をしていくうえで、障壁（バリア）となる

建物の段差などを除去すること。主に建築用語と

して使われるが、現在は、より広く社会的・心理

的なすべての障壁を除去するための施策・状態と

いう意味でも用いられている。 

 

ＰＦＩ 

　Private Finance Initiativeの略で、公共施設の建

設、維持管理や運営などを民間資金や経営ノウハ

ウを活用して行うこと。効率的な公共サービスが

提供できるとともに、経済の活性化にも資する効

果が期待されている。 

 

ＢＯＤ 

　Biochemical Oxygen Demandの略で、生物化学

的酸素要求量のこと。水中の有機物が微生物の働

きによって分解されるときに消費される酸素の量で、

河川の有機汚濁を測定する代表的な指標。 

 

病診連携 

　かかりつけの医師と敦賀病院などの医師が連携

して患者の治療にあたり、医療機関の機能に応じ

た分担を通じて適切な治療を行うこと。 

 

ほ場 

　田、はたけ。 
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防災行政無線 

　市町村が住民に対して防災情報を提供するため

の放送設備。庁舎に設置された親局から、地域に

点在する子局を通して一斉通報ができる。 

 

ポートセールス 

　関連する内外の企業や団体などを対象に、積極

的に港の利用を働きかけること。 

 

ま　行 
 

まちなか居住 

　中心市街地など既成市街地に居住すること。こ

のことによって、既成市街地に人の往来が増え、

賑わう効果がある。 

 

モーダルシフト 

　貨物の輸送手段の転換を図ること。主に省エネ

や交通渋滞の緩和を図るため、トラックによる輸

送を船舶や鉄道輸送に転換する政策。 

 

や　行 
 

溶融（施設） 

　次世代の廃棄物処理方法。これまでは廃棄物を

焼却処理していたが、溶融では廃棄物をガス化し

たのち燃焼（加熱分解）し、ガラス状のスラグと

して固める、新しいごみ処理システム。 

ら　行 
 

ライフスタイル 

　生活様式。衣・食・住はもとより、職業、居住

地域の選択、社会との関わり方などを含む広い意

味での暮らし方、生き方。 

 

リサイクル 

　資源の節約や有効利用のために、廃棄物などを

再資源化すること。 

 

臨床研修 

　医師国家試験合格者が、病院の現場において２

年間、行う研修。２００４年度に義務化された。 

 

レトロ 

　地域の歴史性を残している懐古的な古い状態。 

 

ＲＯＲＯ船 

　Roll On Roll Off船の略で、物資の積み降ろしを

クレーンなどの荷役設備ではなくトラックなどの

自走によって行う貨物専用船。 
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